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◎ 防衛省所管に属する物品の無償貸付及び譲与等に関する省令の一部を改正する

省令案参照条文

○ 物品の無償貸付及び譲与等に関する法律（昭和２２年法律第２２９号）（抄）

第二条 物品を国以外のもの（宗教上の組織若しくは団体又は公の支配に属しない

慈善、教育若しくは博愛の事業を営む者を除く。以下同じ。）に無償又は時価よ

りも低い対価で貸し付けることができるのは、他の法律に定める場合の外、左に

掲げる場合に限る。

一～五 （略）

五の二 災害による被害者その他の者で応急救助を要するものの用に供するため

寝具その他の生活必需品を貸し付け、又は災害の応急復旧を行う者に対し、当

該復旧のため必要な機械器具を貸し付けるとき

六～八 （略）

第五条 この法律の施行に関し必要な事項は、各省各庁の長（財政法第二十条第二

項に規定する各省各庁の長をいう。以下同じ。）がこれを定める。

② 前項の場合には、各省各庁の長は、あらかじめ、財務大臣に協議しなければな

らない。

○ 財政法（昭和２２年法律第３４号）（抄）

〔歳入予算明細書、予定経費要求書等の作成〕

第二十条 （略）

② 衆議院議長、参議院議長、最高裁判所長官、会計検査院長並びに内閣総理大臣

及び各省大臣（以下各省各庁の長という。）は、毎会計年度、第十八条の閣議決

定のあつた概算の範囲内で予定経費要求書、継続費要求書、繰越明許費要求書及

び国庫債務負担行為要求書（以下予定経費要求書等という。）を作製し、これを

財務大臣に送付しなければならない。

○ 自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）（抄）

（防衛出動）

第七十六条 内閣総理大臣は、次に掲げる事態に際して、我が国を防衛するため必

要があると認める場合には、自衛隊の全部又は一部の出動を命ずることができ

る。この場合においては、武力攻撃事態等及び存立危機事態における我が国の平

和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律（平成十五年法律第七十九

号）第九条の定めるところにより、国会の承認を得なければならない。

一 我が国に対する外部からの武力攻撃が発生した事態又は我が国に対する外部

からの武力攻撃が発生する明白な危険が切迫していると認められるに至つた事

態

二 我が国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生し、これにより我が

国の存立が脅かされ、国民の生命、自由及び幸福追求の権利が根底から覆され

る明白な危険がある事態

２ （略）

（国民保護等派遣）

第七十七条の四 防衛大臣は、都道府県知事から武力攻撃事態等における国民の保
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護のための措置に関する法律第十五条第一項の規定による要請を受けた場合にお

いて事態やむを得ないと認めるとき、又は事態対策本部長から同条第二項の規定

による求めがあつたときは、内閣総理大臣の承認を得て、当該要請又は求めに係

る国民の保護のための措置を実施するため、部隊等を派遣することができる。

２ （略）

（命令による治安出動）

第七十八条 内閣総理大臣は、間接侵略その他の緊急事態に際して、一般の警察力

をもつては、治安を維持することができないと認められる場合には、自衛隊の全

部又は一部の出動を命ずることができる。

２・３ （略）

（要請による治安出動）

第八十一条 都道府県知事は、治安維持上重大な事態につきやむを得ない必要があ

ると認める場合には、当該都道府県の都道府県公安委員会と協議の上、内閣総理

大臣に対し、部隊等の出動を要請することができる。

２ 内閣総理大臣は、前項の要請があり、事態やむを得ないと認める場合には、部

隊等の出動を命ずることができる。

３～６ （略）

（災害派遣）

第八十三条 都道府県知事その他政令で定める者は、天災地変その他の災害に際し

て、人命又は財産の保護のため必要があると認める場合には、部隊等の派遣を防

衛大臣又はその指定する者に要請することができる。

２ 防衛大臣又はその指定する者は、前項の要請があり、事態やむを得ないと認め

る場合には、部隊等を救援のため派遣することができる。ただし、天災地変その

他の災害に際し、その事態に照らし特に緊急を要し、前項の要請を待ついとまが

ないと認められるときは、同項の要請を待たないで、部隊等を派遣することがで

きる。

３ 庁舎、営舎その他の防衛省の施設又はこれらの近傍に火災その他の災害が発生

した場合においては、部隊等の長は、部隊等を派遣することができる。

４・５ （略）

（原子力災害派遣）

第八十三条の三 防衛大臣は、原子力災害対策特別措置法（平成十一年法律第百五

十六号）第十七条第一項に規定する原子力災害対策本部長から同法第二十条第四

項の規定による要請があつた場合には、部隊等を支援のため派遣することができ

る。

○ 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６年法

律第１１２号）（抄）

（定義）

第二条

１・２ （略）

３ この法律において「国民の保護のための措置」とは、対処基本方針が定められ

てから廃止されるまでの間に、指定行政機関、地方公共団体又は指定公共機関若

しくは指定地方公共機関が法律の規定に基づいて実施する次に掲げる措置その他

の武力攻撃から国民の生命、身体及び財産を保護するため、又は武力攻撃が国民
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生活及び国民経済に影響を及ぼす場合において当該影響が最小となるようにする

ための措置（第六号に掲げる措置にあっては、対処基本方針が廃止された後これ

らの者が法律の規定に基づいて実施するものを含む。）をいう。

一 警報の発令、避難の指示、避難住民等の救援、消防等に関する措置

二 施設及び設備の応急の復旧に関する措置

三 保健衛生の確保及び社会秩序の維持に関する措置

四 運送及び通信に関する措置

五 国民の生活の安定に関する措置

六 被害の復旧に関する措置

４ （略）

（自衛隊の部隊等の派遣の要請）

第十五条 都道府県知事は、当該都道府県の区域に係る国民の保護のための措置

（治安の維持に係るものを除く。次項及び第二十条において同じ。）を円滑に実

施するため必要があると認めるときは、防衛大臣に対し、自衛隊法（昭和二十九

年法律第百六十五号）第八条の部隊等（以下「自衛隊の部隊等」という。）の派

遣を要請することができる。

２ 対策本部長は、前項の規定による要請が行われない場合において、当該都道府

県の区域に係る国民の保護のための措置を円滑に実施するため緊急の必要がある

と認めるときは、防衛大臣に対し、自衛隊の部隊等の派遣を求めることができ

る。

３ （略）

（国、地方公共団体等の責務）

第百七十二条 国は、国民の安全を確保するため、緊急対処事態（事態対処法第二

十二条第一項の緊急対処事態をいう。以下同じ。）においては、その組織及び機

能の全てを挙げて自ら緊急対処保護措置（緊急対処事態対処方針（同項の緊急対

処事態対処方針をいう。以下同じ。）が定められてから廃止されるまでの間に、

指定行政機関、地方公共団体又は指定公共機関若しくは指定地方公共機関が第百

八十三条において準用するこの法律の規定に基づいて実施する事態対処法第二十

二条第三項第二号に掲げる措置（緊急対処事態対処方針が廃止された後これらの

者が法律の規定に基づいて実施する被害の復旧に関する措置を含む。）その他こ

れらの者が当該措置に関し国民の保護のための措置に準じて法律の規定に基づい

て実施する措置をいう。以下同じ。）を的確かつ迅速に実施し、又は地方公共団

体及び指定公共機関が実施する緊急対処保護措置を的確かつ迅速に支援し、並び

に緊急対処保護措置に関し国費による適切な措置を講ずること等により、国全体

として万全の態勢を整備する責務を有する。

２ （略）

○ 武力攻撃事態等及び存立危機事態における我が国の平和と独立並びに国及び国

民の安全の確保に関する法律（平成１５年法律第７９号）

（抄）

（緊急対処事態対処方針）

第二十二条 政府は、緊急対処事態（武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて多数の

人を殺傷する行為が発生した事態又は当該行為が発生する明白な危険が切迫して

いると認められるに至った事態（後日対処基本方針において武力攻撃事態である
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ことの認定が行われることとなる事態を含む。）で、国家として緊急に対処する

ことが必要なものをいう。以下同じ。）に至ったときは、緊急対処事態に関する

対処方針（以下「緊急対処事態対処方針」という。）を定めるものとする。

２ 緊急対処事態対処方針に定める事項は、次のとおりとする。

一 緊急対処事態であることの認定及び当該認定の前提となった事実

二 当該緊急対処事態への対処に関する全般的な方針

三 緊急対処措置に関する重要事項

３ 前項第三号の緊急対処措置とは、緊急対処事態対処方針が定められてから廃止

されるまでの間に、指定行政機関、地方公共団体又は指定公共機関が法律の規定

に基づいて実施する次に掲げる措置をいう。

一 緊急対処事態を終結させるためにその推移に応じて実施する緊急対処事態に

おける攻撃の予防、鎮圧その他の措置

二 緊急対処事態における攻撃から国民の生命、身体及び財産を保護するため、

又は緊急対処事態における攻撃が国民生活及び国民経済に影響を及ぼす場合に

おいて当該影響が最小となるようにするために緊急対処事態の推移に応じて実

施する警報の発令、避難の指示、被災者の救助、施設及び設備の応急の復旧そ

の他の措置

４～１２ （略）

○ 原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号）（抄）

（原子力災害対策本部の組織）

第十七条 原子力災害対策本部の長は、原子力災害対策本部長とし、内閣総理大臣

（内閣総理大臣に事故があるときは、そのあらかじめ指定する国務大臣）をもっ

て充てる。

２～１４ （略）

（原子力災害対策本部長の権限）

第二十条

１～３ （略）

４ 原子力災害対策本部長は、当該原子力災害対策本部の緊急事態応急対策実施区

域における緊急事態応急対策を的確かつ迅速に実施するため、自衛隊の支援を求

める必要があると認めるときは、防衛大臣に対し、自衛隊法（昭和二十九年法律

第百六十五号）第八条に規定する部隊等の派遣を要請することができる。

５～１０ （略）


